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第３章 施策・事業の体系・取組み内容 

第１節 施策・事業の体系化 

８つの基本目標のもと、具体的な取組み内容となる「新規」「拡充」事業を体系化し、第３節にお

いて本計画の実施期間中における事業計画を明らかにします。第４章第５節の「自立支援・介護予

防・重度化防止に係る取組み」として設定した事業については、158ページに目標値を記載してい

ます（◎印）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１：地域資源の育成 

（１）【新規】 医療・介護・地域資源マップシステムを用いて地域包括ケアシステムを支える地域資源を育

成します。★ 

（２）【拡充】 

 

民間団体の介護予防の「通いの場」を創出し、人材育成等を支援するとともに、地域包括ケ

アシステムを支える人材の確保のための支援を強化します。 

主な既存事業 

○事業所等における介護職員研修受講費の助成 

○狛江市認定ヘルパー講座の実施 

○福祉人材と事業所のマッチング支援 

 

基本目標２：社会参加と地域貢献による生きがいづくり 

（１）【新規】 生きがいポイントを利用した小さな社会参加で自己実現の機会を創出します。★ 

（２）【新規】 こころ潤う、人とつながる高齢者の出会いの場を提供します。★ 

（３）【拡充】 生涯現役の就労支援で地域貢献活動を支えます。 

（４）【継続】 老人福祉センターを運営します。 

主な事業 

○高齢者への教養の向上及びレクリエーション等の場の提供 

（５）【継続】 シルバー人材センターの運営を支援します。 

主な事業 

○公益社団法人狛江市シルバー人材センターの運営費補助 

（６）【継続】 敬老事業を実施します。 

主な事業 

○敬老金等の支給 ○高齢者福祉大会の実施 
 

 

基本目標３：健康づくりと介護予防の一体的実施 

（１）【新規】 ＫＤＢ（国保データベースシステム）を利用した保健事業と介護予防を一体的に実施し、

40歳から介護予防を始めます。 

（２）【拡充】 住民主体の通いの場等を拡充させます。 
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（３）【継続】 高齢者の介護予防を支援します。 

主な事業 

○狛江市介護予防手帳（ガイド・ノート）の配布 

（４）【継続】 一般介護予防事業を実施します。 

主な事業 

○シニアのためのはつらつ健康セミナーの開催 ○うんどう教室の実施 

○口腔ケア講座の開催 ◎認知症予防講座の開催 

◎自立型介護予防教室の開催 ◎家族介護教室の開催 
 

（５）【継続】 健康づくり及び介護予防を啓発します。 

主な事業 

○健康情報の提供 ○健康ポイントの実施  

◎健康教室の実施 ◎講演会及び健康セミナーの実施 

○特定健康診査・健康診査の受診率及び特定保健指導の実施率向上に向けた取組み 

○市民活動の拠点としてのこまえくぼ 1234の周知 
 

  

基本目標３：健康づくりと介護予防の一体的実施（続き） 

 

基本目標４：日常生活支援の充実 

（１）【新規】 地域課題検討会議を中心に、既存の会議組織を再編し、施策につながる小さな成果を確実に

政策として集めることができる仕組みづくりを進めます。★ 

（２）【拡充】 地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の構築と一体的に地域包括ケアシステムを推進

します。 

主な既存事業 

○相談支援包括化推進員を配置し連携を推進  

○こまほっとシルバー相談室（高齢者見守り相談窓口）による相談支援の実施とネットワークの構築 

○狛江市内外の各種相談窓口の整理と周知  
 

（３）【継続】 高齢者の住まいの安定的な確保を図ります。 

主な事業 

○施設入所等による空家等の適切な管理制度の検討 

○空家等の利活用に関する情報収集及びモデル事業の検討 

◎居住支援協議会による居住支援サービスの協議、居住支援サービスの実施及び住まい探しの相談窓口の実施 

（４）【継続】 生活支援サービスを充実させます。 

主な事業 

○新しい総合事業訪問型サービス Bの実施 ○高齢者配食サービスの実施 

○理美容サービスの実施 ○介護用品の支給 

○入浴券の交付 ○高齢者自立支援日常生活用具の給付 

○笑顔サービスの実施 ○福祉有償運送の実施  
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基本目標４：日常生活支援の充実（続き） 

（５）【継続】 地域ケア会議を推進します。 

主な事業 

◎個別ケア会議の実施 ◎地域課題検討会議の開催 
 

（６）【継続】 生活支援体制整備を推進します。 

主な事業 

〇生活支援体制整備協議会による組織的なサポートの実施 

○生活支援コーディネーターの配置 

○生活支援・介護予防地域支援推進員による課題抽出、生活支援サービスの充実 
 

 

基本目標５：見守りの体制整備 

（１）【拡充】 避難行動要支援者支援体制の構築を推進します。 

主な既存事業 

○地域見守り活動支援対象者の把握を進め個別計画を策定 

○ヘルプカードの普及 ○福祉避難所必要物品の備蓄 

○狛江市避難行動要支援者支援及び福祉避難所設置・運営に関するプランに基づく訓練の実施 

○複数の福祉施設と災害時における福祉避難所及び緊急入所に関する協定締結の推進 

○災害時相互支援協定を締結する自治体との連携体制の強化 
 

（２）【継続】 機器を使用したきめ細やかな見守りを行います。 

主な事業 

○あんしん見守りサービスの実施 

○緊急通報装置（あんしんＳ）設置及び装置使用料の助成 

（３）【継続】 地域住民、事業者等による「ながら見守り」を行います。 

主な事業 

○高齢者配食サービスの実施（再掲） ○高齢者ごみ出し支援事業の実施 

○熱中症予防スポットの設置 ○電話訪問サービスの活動支援 

○小地域福祉活動と町会・自治会等とをつなぐ見守り・安否確認のネットワーク構築 
 

（４）【継続】 事業者とのネットワークを活用した虐待防止と見守りを行います。 

主な事業 

○高齢者見守りネットワーク事業の実施 

（５）【継続】 悪徳商法、特殊詐欺等の消費者被害から守ります。 

主な事業 

○自動通話録音機の貸与を実施 ○調布警察署と連携した啓発活動の実施 

○安心安全通信及び消費生活相談事例集の配布 
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第２節 重点施策 
 

施策体系のうち、★印の付いたものは、重点施策として設定し、取組みを強化します。関連

計画との連携を図り、幅広い視点から総合的な取組みを進めます。 

基本目標６：認知症バリアフリー社会を創る 

 
（１）【新規】 ◎認知症サポーターを支援するチームオレンジを創設します。★ 

（２）【拡充】 権利擁護支援を推進させます。 

（３）【継続】 認知症を早期に発見し、早期に対応します。 

主な事業 

○もの忘れ相談会の実施 ○認知症簡易チェックサイト事業の実施 

○認知症初期集中支援チームの活動の推進 ○認知症ケアパスの配布 
 

（４）【継続】 認知症の方の家族を支援します。 

主な事業 

◎家族介護者の会の支援 ◎介護者のつどいの実施 

◎介護者のための夜間介護相談会の実施 ◎認知症カフェの支援 

○認知症高齢者位置情報提供サービス事業の実施 ◎家族介護教室の開催（再掲） 
 

 

基本目標７：介護保険制度の円滑な運営  

基本目標７：在宅医療と介護の連携 

 

（１）【新規】 介護保険施設・事業所の業務の効率化を促進します。 

（２）【拡充】 ◎介護サービスの質の向上を図ります。★ 

主な既存事業 

○介護事業者による自己評価及び福祉サービス第三者評価の受審の促進 

○指導検査の実施 ◎ケアプラン点検の実施 

○給付適正化計画に基づく給付適正化事業の実施 

○介護保険サービス事業者が開催する連絡会における課題共有 
 

（３）【拡充】 介護サービス提供基盤の整備を一層進めます。 

主な既存事業 

○利用ニーズを踏まえた居宅サービスの整備 ○共生型サービスの推進 
 

 

基本目標８：在宅医療と介護の連携 

基本目標７：在宅医療と介護の連携 

 

（１）【継続】 国の在宅医療・介護連携推進事業８項目に沿って、医療と介護の連携を進めます。 

主な事業 

○狛江市医療・介護・地域資源マップシステムによる情報提供 

○多職種連携 ICTシステム（メディカルケアステーション（MCS）等）による切れ目のない在宅療養に関係

する多職種の支援者の情報共有 

○狛江市在宅医療・介護連携相談支援窓口の設置 
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第３節 基本目標に向けた取組み 
 
 

基本目標１：地域資源の育成 

 
 

（１） 【新規】医療・介護・地域資源マップシステムを用いて地域包括ケアシステムを
支える地域資源を育成します。 

現状 

○ 企業、NPO法人、市内で活動中の市民団体等既にホームページやノウハウがある団体が立ち上げる場合を除き、地

域包括ケアシステムを支える新しい地域資源は、立ち上げ時に参加者の確保等の手段となる情報発信の基盤がな

く、スムーズな成長が期待できないことから、地域資源の育成が進んでいない状態にあります。 

課題 

○ 立ち上げ初期でまだ地域で日の目を見ていない地域資源に対して情報発信の基盤を確保することで、次々と地域資

源が立ち上がる環境を確保します。 

 

事業 
ａ 医療・介護・地域資源マップシステムを用いて、立ち上げ初期の地域資源の情報発信基盤を確保しま

す。 

将来像29 
○新しい地域資源が育成され、順次独自のホームページ等の情報基盤を立ち上げ、地域包括ケアシステム

を支える新たな価値を社会に提供している。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

試験実施に基づく地域資源の立ち上げ時

の情報発信基盤の支援 

試験実施の成果を新たな地域資源に適用

し、次々と新しい地域資源が立ち上がる 

力を蓄えた地域資源は順次独自の事業を展

開、新たな地域資源の立ち上げ支援を継続 

 

（２） 【拡充】民間団体の介護予防の「通いの場」を創出し、人材育成等を支援すると
ともに、地域包括ケアシステムを支える人材の確保のための支援を強化します。 

現状 

○ 地域センター、公民館等の公営施設を利用して実施する市主催の各種教室、通所型サービスＢ事業等介護予防のた

めの通いの場は既に飽和の状態にあり、現状のままで毎年度増加する高齢者に通いの場を提供することは困難とな

っています。 

課題 

○ 公営施設における通いの場に限定することなく、民間の介護予防活動にも通いの場の対象を拡大することにより、

増加する高齢者の通いの場の確保を目指すべきですが、民間の介護予防活動の実態は明らかになっていないため、

これを明らかにして通いの場を広げていく必要があります。 

 
 

事業 
ａ 民間団体の介護予防活動の実態を明らかにし、幅広く通いの場を紹介するとともに、民間団体が通い

の場として継続的に活動できるよう人材育成を支援します。 

将来像 
○新たに通いの場を求める高齢者に対して、公営・民間の別なく幅広く通いの場を紹介できる体制が確保

できている。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

民間の介護予防活動の実態調査 実態調査の結果を踏まえた通いの場の紹介 
実態調査の結果を踏まえた通いの場の紹介

の継続 

 
29 将来像は、いわゆる団塊ジュニア世代が 65歳以上となる令和 22（2040）年度を想定している。 

重点施策 
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基本目標２：社会参加と地域貢献による生きがいづくり 
 
 
 
 
 

（１） 【新規】生きがいポイントを利用した小さな社会参加で自己実現の機会を創出し
ます。 

現状 

○ 介護ボランティアポイント事業は、福祉施設等におけるボランティア活動への参加を前提とした事業であり、ボラ

ンティアの経験がない市民には参加のハードルが高いものでしたが、事業名の改称と同時にボランティア以外のイ

ベントなどへの参加によってもポイントが付与されるようになったため、新たな事業展開が期待されます。 

課題 

○ ポイントを集める過程でボランティアやイベントに参加し、学びを深めることで高齢者の生きがいづくりにつなげ

るとともに、40歳代からの参加を促すことで、支え合いの意識を形成した、地域共生社会の実現に寄与する施策と

することが課題です。 

 
 
 

事業 

ａ ボランティアや特定のイベント等、自己の関心のある事業に参加して自己実現を図り、かつ、その活

動に対するポイントが付与されることによるインセンティブで更なる意欲を高める仕組みを実現しま

す。 

将来像 
○40歳代から多くの市民が日常的にボランティアやイベントに参加することで知識を獲得し、日々成長と

生きがいを感じながら生活することができる、地域共生社会を実現している。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

高齢者等生きがいポイントの周知を徹底

し、参加者の増加を目指す 

前年度より増加した参加者のニーズに応え

るため、イベントやボランティアの対象を
拡充する 

ボランティアやイベントへの参加が、高齢

者、プレ高齢者の日常となるよう情報発信
を維持していく 

 
 

 
（２） 【新規】こころ潤う、人とつながる高齢者の出会いの場を提供します。 

現状 

○ 核家族化、未婚者の増加及び寿命の延伸により、一人暮らしの高齢者が増加しています。（平成27年国勢調査では

「ひとり暮らし高齢者世帯」は4,652世帯となっており、平成17（2005）年から1.6倍、平成７（1995）年か

ら3.3倍増加しています。）一人暮らしの場合、心身への刺激が少なくなり機能が低下するおそれがあります。その

ため、人と交流したい、つながりたいと思っても、機会がなく「もう歳だから」とあきらめている人がいます。 

課題 

○ 一人暮らしの気楽さと裏腹に寂しさを感じ、人とのつながりを求めたとき、通常の生活の中ではなかなか新たな出

会いを見付けるのは難しいことが課題です。 

 
 

事業 
ａ 一緒に楽しめるパートナーを探している人、異性がいる場に出席することにより張り合いができて元

気になりたい人等の出会いの場を設けます。気軽に継続的に参加しやすい仕組みを作ります。 

将来像 
○出会いの場を通じて親しくなった人との交流があることにより、いくつになっても、自分らしく生き生

きと暮らしている人が増加している。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

ニーズの把握 

交流の場の開催方法の検討 
交流の場の定期的な開催 継続 

 

重点施策 

 

重点施策 
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（３） 【拡充】生涯現役の就労支援で地域貢献活動を支えます。 
現状 

○ 単身世帯等と支援を必要とする軽度の高齢者が増加する（平成31（2019）年の第１号被保険者の要支援・要介護

認定率は19.7％、うち軽度認定率は13.1％）中、生活支援の必要性の増加とともに生活支援の担い手の確保が求

められています。 

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で地域づくり活動に参加者として「参加したい」が45.8％、お世話役として

「参加したい」が26.1％となっており、お世話役として参加意向のある高齢者のうち「地域の清掃美化活動」への

参加意向のある方が21.4％、「収入のある仕事」に就く意向のある方が19.5％となっています。 

○ 市民一般調査で活動を行う居場所に行ってみたいと思うかについて尋ねたところ、「行ってみたい」が30.8％とな

っており、年代別に見ると70歳以上は「行ってみたい」が41.0％となっております。 

課題 

○ 地域における福祉の担い手が高齢化しているため、福祉カレッジを開催し、地域における福祉の担い手となる人材

を育成しておりますが、人材は不足しているため、継続した人材の確保・育成・養成が必要です。 

○ 介護予防の観点からも役割のある形での社会参加や就労的活動の促進に向けた支援が求められていますが、高齢者

の就労的活動へのマッチング支援、社会参加のための居場所が不足しています。 

 
 
 

事業 
ａ シルバー人材センター、こまえくぼ 1234及び地域活動拠点等の連携体制を構築し、就業や社会参加

の意欲のある高齢者を就労的活動につなげるマッチング事業を展開します。 

将来像 
○就業や社会参加に対して意欲のある高齢者に対して、安全かつ適正な就業や社会参加の場につなぐこと

ができる。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

事業展開に向けた調整 マッチング事業の実施 マッチング事業の実施継続 

 
 
 

（４） 【継続】老人福祉センターを運営します。 
 
 
 

（５） 【継続】シルバー人材センターの運営を支援します。 
 
 
 

（６） 【継続】敬老事業を実施します。 
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基本目標３：健康づくりと介護予防の一体的実施 
 
 

（１） 【新規】ＫＤＢ（国保データベースシステム）を利用した保健事業と介護予防を一
体的に実施し、40歳から介護予防を始めます。 

現状 

○ 人生100年時代を見据えた健康寿命を延伸するため、健康づくりと介護予防を一層推進することが重要です。しか

しながら、医療保険の保健事業と介護保険の介護予防事業とは連携が十分に取れていないのが現状です。 

○ 医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律（令和元年法律第９号）に

より、75歳以上高齢者に対する保健事業を市町村が介護保険の地域支援事業等と一体的に実施することができるよ

う、国、広域連合、市町村の役割等について定めるとともに、市町村等において、各高齢者の医療・健診・介護情

報等を一括して把握できるよう高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）、国民健康保険法（昭和

33年法律第192号）及び介護保険法について規定の整備等が行われ、令和２（2020）年４月１日に施行されまし

た。 

課題 

○ 現在、別々に実施している「保健事業」と「介護予防事業」を一体的に実施すること（図３-29）により、より効

果的に健康寿命の延伸に向けた施策を推進する必要があります。 

 
 
 

事業 
ａ 「保健事業」と「介護予防事業」を一体的に実施する環境を整備し、KDBシステム等により健康課

題の分析や対象者の把握を行い、対象者の健康課題の改善につなげます。 

将来像 ○「保健事業」と「介護予防事業」が一体的かつ効果的に実施され、健康寿命が延伸している。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

庁内関係各課の連携体制の整備 継続 
事業方針の作成 

医療専門職の配置 

 

図３-29 高齢者の保険事業と介護予防の一体的な実施（国資料より作成） 
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（２） 【拡充】住民主体の通いの場等を拡充させます。 

現状 

○ 多世代・多機能型交流拠点の場づくり及び仕組みづくりが十分とはいえません。（市内数箇所で多世代・多機能型交

流拠点が開設され、運営しておりますが、全ての市民の身近な場所にこのような場は設置されてはいません。） 

○ 市民一般調査で活動を行う居場所に行ってみたいと思うかについて尋ねたところ、「行ってみたい」が30.8％とな

っており、年代別に見ると70歳以上は「行ってみたい」が41.0％となっております。 

課題 

○ 全ての市民の身近な場所に多世代・多機能型交流拠点が設置されるよう、設置に向けた検討及び支援を進める必要

があります。 

○ 特にこまえ苑エリアではまだ多世代・多機能型交流拠点が設置されておらず、その他の社会資源についても他の日

常生活圏域と比較すると少ないことが課題です。多世代・多機能型交流拠点の設置に当たっては、よりこまえ苑エ

リアにおける拠点の確保に努める必要があります。 

 
 
 

事業 
ａ フリースペースを確保し、高齢者だけでなく、障がい者の活動支援や子どもの居場所確保支援のため

の元気高齢者による地域貢献活動を推進し、支え合いによる世代間交流を促します。 

将来像 ○世代間交流拠点の運営が元気高齢者によりなされ、世代間交流が促進されている。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

こまえ苑エリアにおける多世代・多機能

型交流拠点の設置に向けた検討 

こまえ苑エリアにおける元気高齢者による

多世代・多機能型交流拠点の設置・運営 

こまえ苑エリアにおける元気高齢者による

多世代・多機能型交流拠点の運営 

その他の多世代・多機能型交流拠点の設

置・運営の支援 
継続 継続 

 
（３） 【継続】高齢者の介護予防を支援します。 
 
（４） 【継続】一般介護予防事業を実施します。 
 
（５） 【継続】健康づくり及び介護予防を啓発します。 
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基本目標４：日常生活支援の充実  
 
 
 
 

（１） 【新規】地域課題検討会議を中心に、既存の会議組織を再編し、施策につなが
る小さな成果を確実に集めることができる仕組みづくりを進めます。 

現状 

○ 介護・フレイル予防、認知症、生活体制整備等、分野ごとに会議体が設置されていますが、会議体同士の関係性や

取り扱う内容の範囲が明確に整理されないまま乱立しており、議論・検討の成果が施策に結実しにくくなっていま

す。 

課題 

○ 会議体同士の関係性を明確にし、議論・検討の成果を施策化に向けて集約できるようにします。そのために集約機

能が機能していない部分には新たな仕組みを構築するとともに、重複・不要な部分は統合・廃止を行い、成果が次

のステージにつながるようにする必要があります。 

 
 
 

事業 
ａ 地域課題検討会議を中心に、各会議体の機能を整理・再編の上、議論・検討結果を集約し、施策化に

つなげます。 

将来像 
○各会議体で議論・検討した成果が次のステージにつながり、施策化に向けて集約される体制が実現す

る。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

集約機能が機能しない部分の仕組みづく

り 

重複・不要な部分の統合・廃止 

成果集約体制に基づく施策化 
成果集約体制に基づく施策化の継続 

 
 
 

  

重点施策 
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（２） 【拡充】地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の構築と一体的に地域
包括ケアシステムを推進します。 

現状 

○ いわゆる団塊の世代全てが75歳以上となる令和７（2025）年を見据え、制度の持続可能性を維持しながら、高齢

者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力により自立した日常生活を営むことを可能とするため、限りある

社会資源を効率的かつ効果的に活用しながら、十分な介護サービスを確保するのみに留まらず、医療と介護の連

携、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）を狛江市

の実情に応じて推進してきました。 

○ 平成30（2018）年度にあいとぴあエリアに、令和２（2020）年度にこまえ苑エリアにコミュニティソーシャル

ワーカーを１人ずつ配置しました。 

○ コミュニティソーシャルワーカーによる個別支援の相談対応実数は平成30（2018）年度が63人、平成31

（2019）年度が68人、地域支援の相談対応実数は平成30（2018）年度が17件、平成31（2019）年度が21

件となっています。 

課題 

○ いわゆる団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22（2040）年に向け、地域共生社会の実現に向けた包括的な

支援体制の構築等の社会福祉基盤の整備と合わせて、介護保険制度に基づく地域包括ケアシステムの推進と地域づ

くり等を一体的に取り組む必要があります。 

○ コミュニティソーシャルワーカーをあいとぴあエリア及びこまえ苑エリアに配置し、個別支援、地域支援及び地域

づくりを行っていますが、居場所の立ち上げ支援などの地域支援や福祉のまちづくり委員会の設置などの地域づく

りに向けた支援を更に強化する中で、介護保険制度に基づく地域包括ケアシステムの推進を図る必要があります。 

 
 
 

事業 
a 地域包括ケアシステムの全市的な展開のため、コミュニティソーシャルワーカーを配置して、地域へ

効果的な支援を行います。 

将来像 
○高齢者、障がい者、生活困窮者、子育て中の家庭等で支援を必要としている人に必要な支援が提供され

ている。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

コミュニティソーシャルワーカーによる

効果的な支援（あいとぴあエリア） 
継続 継続 

コミュニティソーシャルワーカーによる

効果的な支援（こまえ苑エリア） 
継続 継続 

- 
コミュニティソーシャルワーカーの配置

（こまえ正吉苑エリア） 

コミュニティソーシャルワーカーによる効

果的な支援（こまえ正吉苑エリア） 

 
 
 

（３） 【継続】高齢者の住まいの安定的な確保を図ります。 
 
（４） 【継続】生活支援サービスを充実させます。 
 
（５） 【継続】地域ケア会議を推進します。 
 
（６） 【継続】生活支援体制整備を推進します。 
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基本目標５：見守りの体制整備  
 
 

（１） 【拡充】避難行動要支援者支援体制の構築を推進します。 

現状 

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査では要支援者の62.1％が、要介護者の85.5％の方が、

災害や火災などの緊急時に１人で避難できないと回答しています。そのうち、要支援者では29.2％、要介護者では

19.1％の方が緊急時に避難をする際、手助けを頼める人がいないと回答しています。 

○ 地域見守り活動支援対象者名簿登録者数が対象者全体の46.4％（平成31（2019）年度末現在）にとどまってい

ます。 

○ 狛江市地域見守り活動支援に係る対象者名簿の提供に関する協定締結先がまだ一部の町会・自治会、事業所等にと

どまっています。 

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査で避難所で配慮して欲しいことについて尋ねたところ、

高齢者全体では、「高齢者や障がい者、妊産婦、乳幼児等、体調が変化しやすい人への配慮・支援」が52.5％と最

も多く、次いで、「間仕切りの設置など、プライバシーに関する配慮」が52.3％、「持病のある人や薬を飲んでいる

人への治療の継続」が48.6％となっており、避難所では要支援者の状況に応じたきめ細やかな対応が求められてい

ます。 

○ 近年、台風やゲリラ豪雨による風水害が全国各地で発生しています。令和元年東日本台風では狛江市内でも被害が

発生し、様々な課題が浮き彫りになりました。 

課題 

○ 緊急時に避難行動に支援を必要とする方を正確に把握し、災害時に必要な支援を受けることができるような体制を

構築する必要があります。 

○ 令和元年東日本台風における課題を踏まえ、高齢者が避難生活を終えて自宅に戻った際、避難前と同様の生活がで

きるよう、避難所の環境整備を進める必要があります。 

 
 

事業 

a 現在の地域見守り活動支援対象者が「災害時など緊急時に１人で判断し、避難することが困難な

方」といえるかどうかを再度検証し、必要があれば見直しを進めるとともに、地域見守り活動支援

対象者名簿を災害時に有効に活用できるよう検討します。 

将来像 

○災害時の安否確認体制が整備されるとともに、地域で高齢者を見守る体制が整備されている。災害発生

時には高齢者をケアできる人材が確保でき、全ての地域包括支援センターの協力のもと、市内全ての避

難所等に介護用品等が備蓄され、避難してきた方々が３日間をしのぐことができる。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

地域見守り支援対象者の見直しの検討 地域見守り支援対象者の見直し - 

医師会、訪問看護事業所等の関係機関との

狛江市地域見守り活動支援に係る対象者名
簿の提供に関する協定締結の調整 

医師会、訪問看護事業所等の関係機関との

狛江市地域見守り活動支援に係る対象者名
簿の提供に関する協定締結 

継続 

 
 

事業 

ｂ 災害対策基本法施行規則（昭和37年総理府令第52号）の改正及び「福祉避難所の確保・

運営ガイドライン」等の改定を受けて、福祉避難所の確保、運営体制等について必要な見

直しを行います。 

将来像 
○災害対策基本法施行規則の改正及び「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」等に則した福祉避難所の

確保、運営が行われている。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

福祉避難所の確保、運営体制等の見直し 
継続 継続 
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（２） 【継続】機器を使用したきめ細やかな見守りを行います。 
 
 
 

（３） 【継続】地域住民、事業者等による「ながら見守り」を行います。 
 
 
 

（４） 【継続】事業者とのネットワークを活用した虐待防止と見守りを行います。 
 
 
 

（５） 【継続】悪徳商法、特殊詐欺等の消費者被害から守ります。  
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基本目標６：認知症バリアフリー社会を創る 
 
 
 
 

（１） 【新規】◎認知症サポーターを支援するチームオレンジを創設します。 

現状 

○ 平成31（2019）年度末現在、狛江市の認知症高齢者数は、3,658人で、高齢者人口の18.3％に当たります。 

○ 平成24（2012）年時点で高齢者の約４人に１人が認知症又はその予備軍であり、今後も高齢化の進展に伴い、認

知症の方は更に増加することが予想されます。しかしながら、認知症への誤解や偏見が根強く残っており、認知症

の方やその家族の多くは、生きづらさを抱えています。 

○ 近年では認知症の早期診断を受ける方も増えていますが、診断直後のつなぎ先がなく、支援の空白期間が長くなっ

ています。一方、認知症の方の増加に伴い、地域包括支援センター等の専門機関においては、個別の悩みや不安に

きめ細かく対応をすることが難しくなっています。 

課題 

○ 地域で暮らす認知症の方やその家族の困りごとと認知症サポーターを中心とした支援者をつなぐ仕組みとして、認

知症サポーターが自主的に行ってきた活動を更に一歩前進させ、地域で暮らす認知症の方や家族の困りごとの支援

ニーズと認知症サポーターを結び付けるための「チームオレンジ」を創設することで、近隣チームによる早期から

のきめ細やかな継続支援を実現する必要があります。 

 
 

事業 
ａ 「チームオレンジ」を創設し、地域で暮らす認知症の方やその家族の困りごとと認知症サポーターを

中心とした支援者をつなぐ仕組みを構築します。 

将来像 
○圏域ごとに交流拠点を設け、サポーターによる見守り・話し相手、出前支援、困りごとのお手伝い、本

人への役割創出等が近隣チームの中で行われている。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

認知症サポーターステップアップ講座の

再構築 

新たな認知症サポーターステップアップ講

座の開催 
「チームオレンジ」説明会の開催 

認知症サポーターステップアップ講座修

了者の登録制の導入 
認知症サポーター養成講座修了者の登録 

 
 
 

  

重点施策 

 

図３-30 チームオレンジの取組みの推進（国資料より作成） 
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（２） 【拡充】権利擁護支援を推進させます。 

現状 

○ 【再掲】狛江市の認知症高齢者数は、平成31（2019）年度末現在3,658人で、高齢者人口の18.3％に当たりま

す。 

○ 市民意識調査で認知症や病気になって自分の意思を表明することが困難になった場合に備えて、自分の意思で表明

する方法を考えているか尋ねたところ、「考えていない」が高齢者（要介護者）で68.6％、高齢者（要介護者以

外）で53.1％と高くなっています。 

○ 成年後見制度利用促進について令和２年３月に共通計画を策定しました。 

○ 多摩南部成年後見センターに登録している狛江市民の市民後見人は平成31（2019）年度末現在２人です。 

課題 

○ 成年後見制度等の活用の必要性が高まることが考えられるため、より一層成年後見制度を分かりやすく広報すると

ともに、それ以外の権利擁護支援のための手段についても広報するなど判断能力が十分でない方の権利擁護支援を

推進していく必要があります。 

○ 共通計画を踏まえて、狛江市第１期成年後見制度利用促進事業計画を令和２（2020）年度中に策定し、本計画を

踏まえて、令和３（2021）年度から権利擁護支援の地域連携ネットワークを構築する必要があります。 

○ 市民後見人について、周知を図るとともに、成年後見人等となった後のフォローアップにも力を入れる必要があり

ます。 

 
 
 

事業 ａ 権利擁護支援の地域連携ネットワークを構築し、運営します。 

第１期成年後見制度利用促進事業計画 基本目標５（３）①ａ～ｄ（Ｐ357～）参照 

 

事業 b 中核機関を整備し、中核機関としての機能分担を明確化します。  

第１期成年後見制度利用促進事業計画 基本目標５（１）（Ｐ354～）参照 

 

事業 c 市民後見人を育成し、その活動を支援します。  

第１期成年後見制度利用促進事業計画 基本目標３（３）（Ｐ341～）参照 

 

事業 d 親族後見人等への支援を充実させます。  

第１期成年後見制度利用促進事業計画 基本目標４（２）（Ｐ352～）参照 

 

事業 
e 相談の結果、権利擁護支援や成年後見制度の利用に至らなかった人の相談後の生活の支援や支援の必要

性の変化等について継続して見守る体制（モニタリング）を構築します。  

第１期成年後見制度利用促進事業計画 基本目標２（１）⑤（Ｐ325）参照 

 
 
（３） 【継続】認知症を早期に発見し、早期に対応します。 
 
（４） 【継続】認知症の方の家族を支援します。 
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基本目標７：介護保険制度の円滑な運営 

（１） 【新規】介護保険施設・事業所の業務の効率化を促進します。 

現状 

○ 団塊ジュニア世代が65歳以上になる令和22（2040）年に向け、生産年齢人口が減少する中においても、介護現

場が介護ニーズに応え続けるためには、各介護保険施設・事業所の職員が利用者との関わりやケア等により専念で

きる環境を整備することが求められています。 

○ 国立社会保障・人口問題研究所が平成29年に推計した「日本の将来推計人口」では、生産年齢人口は日本全体で

平成７（1995）年に8,726万人でピークを迎えましたが、平成27（2015）年では7,728万人まで減少し、そ

の後も更に減少を続けていくことが推計されています。 

○ 狛江市においては、第８期計画の将来推計によると、生産年齢人口は増加しており、令和９（2027）年にはピー

クを迎え、令和13（2031）年までは令和２（2020）年の水準を維持することが推計されています。 

課題 

○ 狛江市は、生産年齢人口は現時点では増加しており、全国と比較すると将来の減少幅も緩やかではありますが、令

和９（2027）年以降は生産年齢人口の減少局面を迎えることが推計されています。将来の生産年齢人口の減少局

面においても、各介護保険施設・事業所が介護ニーズに応え続ける環境を整備するため、介護保険施設・事業所の

業務の効率化を促進する必要があります。 

 
 
 

事業 ａ 介護保険施設・事業所における事務負担を軽減するため、行政手続の簡素化等を推進します。 

将来像 ○介護保険施設・事業所における事務負担が軽減されている。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

介護分野の文書に係る負担軽減に関する

専門委員会の提言を踏まえた文書の削減
の推進 

継続 継続 

行政手続の電子化についての調査・研究 継続 行政手続きの電子化の推進 

 
 
 

事業 ｂ 介護保険施設・事業所におけるＩＣＴの利活用を促進します。 

将来像 ○介護保険施設・事業所においてＩＣＴが利活用されている。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

介護分野における生産性向上に資するガ

イドラインの周知 
継続 継続 

ICT等生産性向上に関する情報収集 継続 継続 

各種連絡会等を通じた市内の施設・事業

所における好事例の共有 
継続 継続 
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（２）【拡充】◎介護サービスの質の向上を図ります。 

現状 

○ 介護サービスの質の向上を図るため、狛江市では、第三者評価の受審の促進、指導検査の実施、給付適正化事業の

実施、ケアプラン点検の実施、事業者連絡会による情報共有といった取組みを進めてきました。 

○ 地域密着型サービスについては、団塊の世代が75歳以上になる令和７（2025）年に向けて、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護等のサービスの基盤を段階的に整備してきましたが、介護支援専門員や

利用者等のサービスに対する理解が進んでいないことから、十分に利活用されているとはいい難い状況です。 

○ 在宅介護実態調査では、サービス利用状況別の施設入所を検討している人の割合を見ると、訪問系サービスの利用

回数が０回の利用者では施設入所を検討している割合が39.4％あった一方で、訪問系サービス15回以上の利用者

では施設入所を検討している割合が34.8％と減少していました。また、訪問系サービスのみの利用では33.3％の

人が施設入所を検討している一方で、訪問系と通所系・短期系サービスを組み合わせて利用している人では施設入

所を検討している割合が22.2％と減少していました。このことから、訪問系サービスを包括的に利用できる定期巡

回・随時対応型訪問介護看護、訪問系サービス、通所系サービス及び短期系サービスを包括的に利用できる小規模

多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護といった地域密着型サービスの普及が中重度の利用者の在宅生活

の継続に寄与することがいえます。 

課題 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護等の地域密着型サービスへの理解を深め、中重度の利

用者の利用を促進する必要があります。 

 
 
 

事業 ａ 地域密着型サービスの利用を促進します。 

将来像 ○在宅生活を支援する多様な地域密着型サービスが身近に利用できる。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

介護支援専門員に対する地域密着型サー

ビスの勉強会の実施 
継続 継続 

 
 
 

 

  

重点施策 
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（３）【拡充】介護サービス提供基盤の整備を一層進めます。 

現状 

○ 団塊の世代が75歳以上になる令和７（2025）年に向けて、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型

居宅介護等のサービスの基盤を段階的に整備してきました。 

○ 在宅介護実態調査では、介護者の不安に感じる介護として、要介護３以上では「認知症状への対応」の回答が

26.9％と最も多く、次いで「夜間の排泄」が19.2％と多くありました。 

○ 介護者の「認知症状への対応」への不安を解消するためのサービスである認知症対応型共同生活介護事業所につい

ては、市内の事業所は第８期介護保険事業計画策定時点において満床になっています。 

○ 団塊の世代が75歳以上になる令和７（2025）年に向けて、後期高齢者の人口が増加することが見込まれ、高齢者

全体の要介護度が重度化していくことが見込まれています。在宅介護実態調査の全国集計によると、要介護度の重

度化に伴い、医療系ニーズが増加することが分かっていますが、医療ニーズの高い在宅療養者を支えるサービスで

ある看護小規模多機能型居宅介護が市内に整備されていない状況です。 

課題 

○介護者の「認知症状への対応」として、認知症対応型共同生活介護事業所を整備する必要があります。 

○医療ニーズの高い在宅療養者を支える看護小規模多機能型居宅介護を整備する必要があります。 

 
 
 

事業 ａ 地域密着型サービスの基盤整備を進めます。 

将来像 ○在宅生活を支援する多様な地域密着型サービスが整備されている。 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

- 

認知症対応型共同生活介護（１箇所）の整

備の推進 

看護小規模多機能型居宅介護（１箇所）の

整備の推進 

継続 

 

基本目標８：在宅医療と介護の連携 

（１） 【継続】国の在宅医療・介護連携推進事業８項目に沿って、医療と介護の連携
を進めます。 




